























































































































































第1次計画 第2次計画　第3次計画 年次計画 第4次計画 第5次計画 年次計画 第6次計画ω第欲計画ω
（エ951～56） （1956～61） （1961～66）（1966～69） （1969～74） （1974－79） （1979～80＞80 5）（1985～90）
1計画支出総額 1，960 4，672 8，577 6，625 15，779 39，426 12，177 97，500 180，00G
（1000万ルピー）
1農業・農業関連計画
支出 290 訓9 1，089 1，107 2，320 4，865 1，997 15，205 27，268
（1000万ルピー）
皿且の1に対する比率 14．8 1L7 12．7 16．7 14．7 12．3 16．4 15．6 15．1
（％）
w内　訳（％〉
ω農業計画 71．0 52．2 66．6 81．6 84．7 77．9 45．8 49，0〔bl 5L51』｝
②協同組合 1．7 6．4 7．0 9．6 103 9．6 7．1 6．0 5．1










































































































（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （1◎
ウエイト 1951～55 1955～601961～651965～70 1970～75 1975～76 1976～80 1951～65 1965～80
（1960）’
1．基礎工業 25ユ1 4．7 12．0 10．4 6．2 5．4 14．7 2．8 9．3 5．5
2．資本財工業 11．76 9．8 13．1 19．7 一1．4 5．6 10．6 4．0 14．5 3．2
3．中間財工業 25．88 7．8 6．4 6．9 2．4 2．8 7．5 3．6 7．0 3．2
4．消費財工業 37．25 4．8 4．4 4．9 4．1 1．5 8．3 4．0 4．7 3．5
（i）耐久消費財 5．68 一 一 11．0 8．4 1．6 13．2 8．0 一 6．1
（ii）非耐久消費財 31．57 一 一 3．8 2．7 1．5 9．8 3．1 一 3．1



































































































































1950 19551960 1965 1970 1975 19761977 1979
年　度
（輸出総額に占める割合％）
伝統的輸出品 70．6 68．9 64．4 6α0 42．6 28．9 26．9 31．6 39．0
茶 13．4 17．9 18．7 14．3 9．7 5．9 5．7 10．3 5．6
ジュート製品 18．9 19．4 20．5 22．7 12．4 6．2 3．9 4．5 5．2
綿織物 19．7 9．3 8．7 　　「U．9 4．9 4．0 5．2 4．1 6．3
．非伝統的輸出品 6．5 7．0 15．2 24．5 40．0 53．7 53．3 50．5 61．0
鉄鉱石 一 1．0 2．6 5．2 7．5 5．3 4．6 4．5 4．4
銀 n．a． n．a． n．a． n．a． n．a． 43 3．3 1．5 8．0
宝石 n．a． n．a． 一 1．8 2．7 3．7 5．6 10ユ 一
皮革・皮革製品 4．3 3．8 4．1 4．3 5．3 5．6 4．6 4．9 8．6
鉄鋼 0．3 n．a． 1．5 1．6 5．9 ユ．7 5．6 3．5 L6
機械製品 0ユ n。a． 2．7 2．5 7．6 10．2 ll．0 11．5 10．1
化学 1．4 0．9 0．5 1．1 1．9 2ユ 2．2 2．2 3．2
衣類 一 一 0．1 0．8 2．0 5．0 6．5 6．1 7．5
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8．6
－1．2
0．0
－1．1
（資料）“Economic　Surveγ”，1992－93．
（出所）G．S．　Batra＆N．　Kaur　ed．　New　Economic　Policies　in　Developing　Countries　Vol．21994，　p，103，
㈲　Govt．　of　lndia，宇佐美訳，前掲書，第1巻13ページ
㈲　第7次5ヵ年計画においては，すでに次のような指摘もされていた。「生産性の向上と国際収支の改善と
　の問の相乗効果は，経済の成果を改善するための諸手段の背景として大いに助けとなるものである。まず
　第1に，輸出の急速な増大により，生産費の高い不効率な輸入代替品に依存する必要性が低下しよう。第
　2に対外赤字を管理できる範囲内に抑制することにより，相対的に柔軟かつ自由に輸入財を入手すること
　を通じて設備稼働率が改善されよう。第3に，国内生産の技術的洗練度を高めるばかりではなく生産技術
　の向上ならびに近代化によって，わが国の製品が海外市場でよく売れるようになるとともに，輸入代替の
　可能性が増大しよう。」（Govt．　of　India，宇佐美訳，同書，第1巻，138ページ）
20　「5年間で25％までの能力自動拡大制度が1981年に導入され，ライセンスは自由に新工業の開始のため
　に発行された。（中略）・…
　1986年に実行された別の試みは，能力の80％又はそれ以上の稼働を実現している企業は過去5年間の最高
　レベルを基礎に3分の1追加してライセンスを更新できるというものであった。」（UN．1．D．0．　op．　cit．　p110）
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　　　　　（4）
（252）
　ラジープ・ガンディーの暗殺ということでラジープ政権が崩壊し，ラオ政権が誕生し，新開
発戦略への転換がはじまった。ナショナリズムを基本としていた従来の政策体系は完全に捨て
られて，外国資本に門戸を開放し，市場における個別資本の競争を通じて経済を発展させよう
という戦略に180度の転換をしたといわれている。（28｝
　従来の国家資本主義型開発戦略について，多くの問題点があることについては，すでに指摘し
てきた。1980年代には，食糧生産の増加など，農業における生産性向上の成果が一定の実りをみ
せ，食糧の自給も達成されたといわれてきた。しかも，経済成長率も東アジア地域に比較すれば，
低いとはいえ，「失われた10年」として，ラテン・アメリカやアフリカにおける後退を特徴づけ
ていた1980年代の10年間に，インドは年平均5％の成長率を達成していたのである。〔29）
　1980年代の成果は，ラジープ政権による一定の政策の手直しによるもので，生産性の向上に
よる国際競争力強化や輸出加工区の設定と外資導入による輸出増加などがあげられるが，ソ
連・東欧圏の崩壊という外的要因の発生がインドの輸出市場縮小，外貨危機へとおいやってし
まった。国内経済の好転があうても，ひとたび外貨危機におちいれば，IMFの管理下におか
れ，構造調整政策をうけいれなければならないというのが，現行国際経済秩序の原則となって
いる。こうして，一挙に自由化へ進んだのであるが，しかし，ラオ政権は自らも率先してこの
道を遜び，戦略の転換を計ったといわれている。（3°）とすれば，外貨危機はこの戦略転換のき
っかけをつくったにしかすぎないとも受けとれるわけで，むしろ積極的にこの戦略を促進して
いるとの前提にたって，いくつかの問題点を指摘しておきたいと思う。
　第一に，自由化であるが，自由化は，規制の撤廃と，門戸開放の二つがあって，前者は国内
における資本の競争を自由化しようということで，価格の自由化，すなわち，価格体系を市場
価格に移行させるということを内容としている。従来の資本の運動の規制は，小規模企業や雇
用確保と同時に国家による重工業中心の工業体系の確立という目標があってのことで，また物
価体系の場合には消費者保護，生活物資の低価格での供給という政策理念があった。従って，
このような課題の検証抜きで，資本の運動が自由化され，市場原理による資本主義的発展が保
証されたことのみを評価するわけにはいかない。ある意味では，国家資本主義による工業化の
課題はインドの現状では，達成されているともいいうるわけで，その成果をふまえて自由な諸
圏　伊藤，絵所共著，前掲書14－15ページ
？9）Govt．　of　lndia　Planning　Commission，　Eighth　Five】陀αr　PZαπ1992～97，1992，　Vol．1．　p3．
Bo）　「「新経済政策」がIMF・世界銀行との緊密な連携の下で実施されるにいたったことは明らかであるが，
　これをIMF・世界銀行から押しつけられたものとして理解することは適切ではない。「新経済政策」を展開
　する上での主体性はあくまでもインド政府側にあり，危機を逆利用して経済自由化を推進しようとの意図
　がインド政府側にあったとみるべきであろう。」（小島眞「インド経済がアジアを変える」PHP研究所1995
　年，48ページ）
（253） インド資本主義批判 71
資本間の競争が新たに求められているともいいうるように思われるのである。とすれば，政策
の柱を資本の競争においた公的部門の合理化やある部分の民営化が課題となるであろう。
　こうして第2として国家資本主義の再検討と，その内容を変化させて，いっそうの公的部門
の強化，すなわち，公的部門の再編・強化が課題とされなければならない。運輸・交通・通
信・エネルギーなどの部門に極端な欠点が露呈されている。国家の機能と役割及びそれと市場
の関係があらためて問われていると言わねばならない。このような意味で，新経済政策の課題
は今後にあるといわねばならない。
　第3は，農村社会の変貌にどのように対処するか，階層分化と，所得格差はいっそう拡大し
て行く傾向にある。緑の革命が成功すればするほど，農業労働者は無権利と低賃金においやら
れ，農村社会の不完全雇用と都市のインフォーマル部門の労働者の階層を形成し，貧困のあら
たな源泉を形づくることになろう。インディラ・ガンジー政権では，財政資金を投入して，貧
困層の救済を実施してきた。このようなプチ・ブルジョア的政策では，貧困を追放することは
できない。あらためて，土地改革の必要性が強調される所以である。（31｝農民が土地を所有し，
そこでの生産の改革を直接生産者が実現していくことが，農業生産力向上の基本であろう。西
ベンガルでの経験が評価されるべきである。（32）
β1）　「緑の革命はインド農業を大きく変貌させるものではなかったが，農業生産の成長率を持続するう
　えで貢献した。農業新技術はインド農村の所得格差を拡大したかもしれないが，しかしその原因は新
　技術自体にではなく，インドの政治経済体制に深く組みこまれた制度的な要因に帰せられるべきもの
　である。」（UN．バラスブラマニヤム著，前掲書，124ページ）
B2）西ベンガル州で20年間にわたってインド共産党（マルクス主義）を中心とする左翼戦線が政権を担
　当しているが，その基本的要因は，パンチャヤット制度と地域の改革に成功していることだとされて
　いる。そして次のような事実があげられている。「（1）農村からの人口流出が事実上とまっている。
　（2）他のほとんどの州で1981年と1991年の期間に農村の非就労者の比率が上昇しているが，西ベン
　ガルでは逆に．なっている。（3）70年代半ばから90年代初期の期間農業生産は事実上2倍になってい
　るが，これは他の全ての州の平均をこえるものであった。（中略）（4）階層分化と脱農民化の過程が
　停止した。そして，再農民化の過程が可能視されてさえいる。西ベンガルは1981年と1991年の期間に，
　労働人口中の農業労働者の比率が低下している唯1の州となっている。（5）貧困線以下の人口は急速
　に低下し，1991年の西ベンガルでは27．2％であるが，隣接のオリッサ州やビバール州は各々44．7％と
　40．8％という高さを示している。」（G．K．　Lieten，　For　a　New　Debate　on　West　Bengal，　Econornic　and
　Politicαl　WVeehly，Vol．39，　No．29，　July　16，1994）
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　第4は，国際経済秩序への参入については，再検討の余地があるのではないかということで
ある。1991年の改革以来，直接投資の流入が少いという指摘があって，多国籍企業の早いイン
ド市場への進出が望まれている。（33）しかし，ラテンアメリカでの「失われた10年」は多国籍
企業と多国籍銀行による金融資本支配のもとでおこったものである。（3‘〉たしかに現行の国際
経済秩序のもとでは，直接投資によって対外支払に必要な国際通貨の準備ができるため，国際
収支の構成からみて，発展途上国の対外経済関係に安定度を高めることになっているが，他方
では，大量の外貨の流出が突如としておこる場合がある。すでにメキシコの金融危機で確認さ
れている。こうした点をふまえて，韓国では財閥の育成によって，ラテン・アメリカ型とは異
った道を歩み，成功している。今後のインドが，国際経済秩序にどのような形で参入していく
のか，これも今後の課題として残されているように思われる。
B3）　「今後とも外国資本，とりわけ外国直接投資が積極的に反応しつづけるならば，イインド経済は，1980
　年代の中国がそうであったように，力強い成長軌道に乗ることができよう。」（伊藤・絵所著，前掲書　99
　ページ）
餌）拙稿「南北問題の新展開」（柴田編　前掲書）参照
